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第三債務者が差押債務者に対する弁済後に差押債権者に対してした更なる弁済は、
破産法 162 条 1項の規定による否認権行使の対象とならない
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事実の概要

　Ｙは、Ａに対する貸金請求を認容する確定判決
を債務名義として、Ａの勤務先Ｂに対する給料債
権の差押えを申し立て、平成 22 年 4 月、これを
認容する債権差押命令（以下「本件差押命令」とい
う。）がＢに送達された。
　しかし、Ｂは、その後も、Ａに対し、その給
料債権の全額の弁済をした。Ｙは、平成 25 年 10
月頃、Ａの給料債権のうち本件差押命令により差
し押さえられた部分（以下「本件差押部分」という。）
の支払を求める支払督促を申し立てた。Ｂは、督
促異議の申立てをする一方、平成 25 年 10 月か
ら平成 26 年 1 月までの間に、Ａに支払うべき給
料から合計 26 万円を控除して、Ｙに対し、これ
を本件差押部分の弁済として支払った（以下、こ
の支払を「本件支払 1」という。）。上記の申立てに
係る督促事件が督促異議の申立てにより移行した
訴訟において、平成 26 年 2 月、ＢがＹに対し本
件差押部分の弁済として 141 万 8,905 円を支払
うことなどを内容とする和解が成立し、本件会社
は、同年 3月、Ｙに対し、これを支払った（以下、
この支払を「本件支払 2」という。）。
　Ａは、平成 26 年 12 月、破産手続開始の決定
を受け、Ｘが破産管財人に選任された。本件は、
Ｘが、本件支払 1及び本件支払 2について、破
産法 162 条 1 項 1 号イの規定により否認権を行
使して、Ｙに対し、167 万 8,905 円及び法定利息

の支払を求める事案である。
　第一審判決（東京地立川支判平 28・3・10 金判
1534 号 25 頁）は、Ｘの請求を認容した。Ｙが控
訴したところ、原判決（東京高判平 28・7・6 金判
1534 号 21 頁）は、本件支払 1及び本件支払 2は、
いずれもＡの財産である給料債権からの支払であ
り、これによりＡのＹに対する貸金債務が消滅す
るから、破産法 162 条 1 項の規定による否認権
行使の対象となるなどとして、Ｘの請求を、法定
利息の一部を除いて認容した。
　これに対して、Ｙが上告受理の申立てをしたと
ころ、最高裁は、本件支払 2に係る部分に限っ
て上告を受理した。

判決の要旨

　１　主文
　原判決変更。
　（第三債務者が差押債権者に対してした更なる弁済
は、破産法 162 条 1 項の規定による否認権行使の対
象とならない。）

　２　理由
　「破産法 162 条 1 項の『債務の消滅に関する行
為』とは、破産者の意思に基づく行為のみなら
ず、執行力のある債務名義に基づいてされた行為
であっても、破産者の財産をもって債務を消滅さ
せる効果を生ぜしめるものであれば、これに含ま
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れると解すべきである（最高裁昭和 38 年（オ）
第 916 号同 39 年 7 月 29 日第二小法廷判決・裁
判集民事 74 号 797 頁参照）。しかるに、債権差
押命令の送達を受けた第三債務者が、差押債権に
つき差押債務者に対して弁済をし、これを差押債
権者に対して対抗することができないため（民法
481 条 1項参照）に差押債権者に対して更に弁済
をした後、差押債務者が破産手続開始の決定を受
けた場合、前者の弁済により差押債権は既に消滅
しているから、後者の弁済は、差押債務者の財産
をもって債務を消滅させる効果を生ぜしめるもの
とはいえず、破産法 162 条 1 項の『債務の消滅
に関する行為』に当たらない。
　したがって、上記の場合、第三債務者が差押債
権者に対してした弁済は、破産法 162 条 1 項の
規定による否認権行使の対象とならないと解する
のが相当である。
　これを本件についてみると、Ｂは、本件差押命
令の送達を受けた後も、Ａに対し、その給料債権
のうち本件支払1に係る部分を除いた全額の弁済
をし、これによりＡの給料債権が消滅した後、更
に差押債権者であるＹに対して本件支払2をした
ものであるから、本件支払 2は、破産法 162 条 1
項の規定による否認権行使の対象とならないとい
うべきである。」

判例の解説

　一　執行行為の否認について
　本件は、債務者Ａの行為によらない差押債権者
ＹのＢからの取立て行為を偏頗行為否認の対象と
するものであり、このような債務者の行為によら
ない執行行為が偏頗行為否認の対象となりうるか
については、古くから議論のあった点である。
　破産法 165 条において、「否認権は、否認しよ
うとする行為について執行力のある債務名義があ
るとき、又はその行為が執行行為に基づくもので
あるときでも、行使することを妨げない。」と規
定するが、これは新たな否認類型を創設したもの
ではなく、否認権を行使するには、破産法 160 条、
161 条、162 条などの各否認事由を定める条項の
要件を満たす必要があると解されている１）。
　本件のように破産法 162 条 1 項の偏頗弁済行

為が問題となる事例においては、同条項が「破産
者の行為」を否認の対象としているため、破産者
Ａの行為によらない差押債権者Ｙの取立て行為を
偏頗行為否認の対象とできるか否かが問題とな
る。
　債務者の行為によらない執行行為の否認の可能
性については、最判昭 39・7・29（集民 74 号 797 頁）
が、「破産法 72 条第 2 号の債務の消滅に関する
行為とは、破産者の意思にもとづく行為のみに限
らず、債権者が強制執行としてした行為であって
破産者の財産をもって債務を消滅させる効果を生
ぜしめる場合をも含むと解すべきであるから、本
件強制執行の結果としてなされた弁済すなわち配
当行為が同条の規定による否認権の行使の対象と
なる旨の原判決の判断は、正当としてこれを認容
することができる」旨判示している。この判断は、
その後旧破産法 72 条 2 号が改正され現行破産法
162 条等に改められたのちにおいても、先例とし
ての意義をもつ２）。
　本判決でも、最判昭 39・7・29（集民 74 号 797 頁）
と同様に、「破産法 162 条 1 項の『債務の消滅に
関する行為』とは、破産者の意思に基づく行為の
みならず、執行力のある債務名義に基づいてされ
た行為であっても、破産者の財産をもって債務を
消滅させる効果を生ぜしめるものであれば、これ
に含まれると解すべきである」とした。

　二　民法 481 条 1項に基づく更なる弁済と
　　　偏頗行為否認の該当性について
　１　本件における問題の所在
　さらに、本件事案の特殊な点として、Ｂは、差
押債権者Ｙの差押命令にもかかわらず債務者Ａに
給与の支払を行っていたため、民法 481 条 1 項
に基づき、差押債権者Ｙに対して、さらに弁済を
することを余儀なくされた点について、その弁済
行為が偏頗行為否認の対象となるか、すなわち、
破産法 162 条 1 項にいう「債務の消滅に関する
行為」に該当するかが問題となった。
　否認が認められた場合には、差押債権者ＹのＡ
に対する債権が復活し、ＢのＡに対する求償権
（民法 481 条 2項）が消滅し、債権者の交替が生じ
るにすぎず、破産財産に属さない財産からの弁済
のケース（第三者による弁済が行われたケースなど）
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と同様に有害性を有しないのではないか、あるい
は、既にＡはＢから弁済金（給与）の支払を受け
ているのであり、さらにＢがＹに対して弁済をし
たとしても破産財団の減少を招来しておらず、有
害性を有しないのではないかという問題意識であ
る。

　２　第一審判決（東京地立川支判平28・3・10）の
　　　判断
　第一審判決では、概要、以下のように述べて、
偏頗行為否認の成立を認めた。
①本件各支払は否認権行使の対象となるかにつ
いて、Ｂによる本件各支払は本件差押命令に
反するものであるから、ＢはＹにその効力を
主張することができず、Ａの給与のうち本件
差押部分をＹに支払うべき義務を免れること
はできないのであって（民法 481 条 1項）、Ｂ
は、むしろＡに対し、上記支払金相当額を
不当利得として求償しうるものである（同条
2項）。したがって、本件支払 2についても、
これがＡの財産である給与債権からの支払で
あることは変わらないのであって、やはり否
認権行使の対象となるというべきである。
②本件支払2が有害性のないものといえるかに
ついて、Ｙは、本件支払 2 について否認権
の行使が認められる場合には、Ｙが上記支払
額の貸金債権の届出をすることとなり、これ
が認められない場合にはＢが同額の不当利得
返還請求権の届出をすることになって、否認
権の行使の許否は債権者の交替を生ずるにす
ぎず、破産財団に増減はないと主張する。し
かし、本件支払 2に対する否認権行使が認
められるか否かによって破産管財人が回収で
きる破産財団の金額は異なり、当然にＹその
他の破産債権者に対する配当率も異なること
が明らかであるから、破産財団に増減がない
とはいえず、Ｙの主張は採用することができ
ない。
③また、本件支払 2が有害性のないものとい
えるかについて、Ｙは、Ａが先に本件支払 2
と同額をＢから支払われてこれをＢに返還し
ていないのに、さらに否認権の行使を認めて
Ｙに本件支払 2で受領した金額を支払わせ

ると、Ｘが本件支払 2に係る金額を二重取
りすることとなり、不当であると主張するが、
Ａは先に受領した金額については不当利得と
してＢに返還すべき債務を負っており、この
不当利得返還請求権は破産債権となって破産
手続以外では行使できず（破産法 100 条 1項）、
その優先弁済を受けること自体が破産法 162
条 1 項 1 号イの偏頗弁済として否認権行使
の対象となりうるといった制約があるもの
の、これを保有する権限は有しておらず、本
件支払 2につき否認権行使を認めても二重
取りを認めることにはならない。

　３　原判決（東京高判平 28・7・6）の判断
　さらに、原判決では、概要、以下のとおり述べ
て、第一審と同様に偏頗行為否認を認めた。
①本件各支払は否認権行使の対象となるかにつ
いて、本件各支払により、ＡのＹに対する貸
金等債務は消滅すると解されるから、Ｂの本
件各支払は、Ａの行為と同視することができ
るというべきであり、したがって、本件各支
払は否認権行使の対象となる。

②本件支払 2によって破産財団は何ら減少せ
ず、本件支払 2をＡの行為に準じるものと解
することができないというＹの主張に対して
は、本件支払 2により本来破産財団に属す
べき本件支払2相当額の金員が破産財団に帰
属することなくＹに帰属する以上、本件支払
2によって破産財団の財産が減少したことは
明らかである。

③本件支払 2が有害性のないものといえるか
について、Ｙは、本件支払 2 に対する否認
権行使が認められない場合には、Ａが受領し
た本件支払 2相当額が不当利得となるのに
対して、同否認権行使が認められる場合には、
前記の本件支払 2相当額が不当利得となら
ないことを前提に、本件支払 2に有害性がな
い旨主張するが、本件支払 2に対する否認
権行使が認められるか否かにかかわらず、Ｂ
は、Ａに対し、民法 481 条 2 項に基づいて、
本件支払 2相当額についての不当利得返還
請求権を有すると解されるから、前記のＹの
主張は、その前提を欠き、採用できない。
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　４　本判決の判断
　本判決は、上記のとおり、まず、債務者の行為
によらない執行行為の否認について、昭和 39 年
最判を引用し、「破産法 162 条 1 項の『債務の消
滅に関する行為』とは、破産者の意思に基づく行
為のみならず、執行力のある債務名義に基づいて
された行為であっても、破産者の財産をもって債
務を消滅させる効果を生ぜしめるものであれば、
これに含まれる」としたうえ、有害性の有無とい
う点を特に問題とすることなく、「債権差押命令
の送達を受けた第三債務者が、差押債権につき差
押債務者に対して弁済をし、これを差押債権者
に対して対抗することができないため（民法 481
条 1 項参照）に差押債権者に対して更に弁済を
した後、差押債務者が破産手続開始の決定を受け
た場合、前者の弁済により差押債権は既に消滅し
ているから、後者の弁済は、差押債務者の財産を
もって債務を消滅させる効果を生ぜしめるものと
はいえず、破産法 162 条 1 項の『債務の消滅に
関する行為』に当たらない。」とした。
　有害性の有無の議論に立ち入らず、破産法 162
条 1 項の「債務の消滅に関する行為」の文言解
釈により、偏頗行為否認の成立を否定したもので
ある。
　第一審判決及び原判決のいずれもが看過した
「Ｂは、本件差押命令の送達を受けた後も、Ａに
対し、その給料債権のうち本件支払 1に係る部
分を除いた全額の弁済をし、これによりＡの給料
債権が消滅した」３）という事実に着眼し、上記問
題の所在で述べた問題意識を前提に、実質的に有
害性を害しないという価値判断が根底にあるもの
と思われる。

　三　本件支払 1との違い
　本判決では、本件支払 1に係るＹの上告受理
申立ては排除され、本件支払 1は偏頗行為否認
の対象となるという原判決が維持されている。
　本件支払 1は、単に差押債務者の財産に属す
る差押債権を、第三債務者が差押債権者へ支払っ
たものであり、まさに「否認しようとする行為に
ついて執行力のある債務名義があるとき」（破産
法 165 条前半部分）に該当し、差押命令に基づく
取立て行為は、破産者Ａの財産に属するＢに対す

る給与債権をもって、Ｙに対する債務を消滅させ
るものであり、「破産者の財産をもって債務を消
滅させる効果を生ぜしめるもの」である。
　これに対し、本件支払 2は、前記のとおり、差
押命令の送達を受けたにもかかわらず、差押債務
者に対して差押債権全額の弁済をし、被差押債権
が消滅した後、民法 481 条 1 項により、その弁
済を差押債権者に対して対抗することができない
ため、第三債務者が更に差押債権者であるＹに対
して支払をしたのである。破産者Ａの財産に属す
る給与債権が消滅した後のものであり、既に破産
者の財産に属しておらず（更なる弁済の原資が破産
者に帰属しているということはない）、「破産者の財
産をもって債務を消滅させる効果を生ぜしめる」
という関係にはない。
　したがって、本件支払 1と本件支払 2に対す
る偏頗行為否認の成否が結論において異なること
は何ら問題はない。
　なお、否認の要件の判断基準時について、本判
決は、債権者が実際に満足を得た時点（弁済金受
領時）で判断することを前提としており、執行行
為の申立行為時ではない４）。

●――注
１）伊藤眞『破産法・民事再生法〔第 3版〕』（有斐閣、2014 年）
557 頁、田原睦夫＝山本和彦監修／全国倒産処理弁護士
ネットワーク編『注釈破産法（下）』（きんざい、2015 年）
1122 頁［高木裕康ほか］。

２）最判昭 48・12・21 集民 110 号 807 頁・金法 714 号 39 頁、
最判昭 57・3・30 集民 135 号 599 頁・判タ 505 号 268
頁など。

３）民法 481 条 1 項は、第三債務者による差押債務者への
弁済は有効であるが、差押債権者には対抗できず、その
限りで無効という相対的無効とするのが判例である。大
連判明 44・5・4民録 17 輯 253 頁、大判大 2・4・12 民
録 19 輯 224 頁。

４）本判決と同様の見解として、中尾彰「支払不能前の債
権差押えと執行行為の否認について」判タ 1342 号 31
頁、全国倒産処理弁護士ネットワーク編『破産実務Q＆
A200 問』（きんざい、2012 年）211 頁［佐藤潤］など。
なお、申立行為時とする見解として、伊藤眞・前掲注１）
560 頁などがあるが、伊藤教授も差押命令に基づく取立
ては弁済時を基準として否認の成否を決すべきであると
する（伊藤眞・前掲注１）558 頁）。
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